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編集方針について
　本報告書は、2006年度のＪ‐オイルミルズのCSR（Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任）活動をステークホルダーの
皆様にお伝えすることを目的として作成しています。2006年11月に初めて発行しました「環境報告書」では、主に環境に対する
取り組みについてご報告しましたが、2006年度は企業に対する社会の要請が多様化してきている状況を踏まえ、「CSR報告書」と
してコーポレートガバナンスや社会的な取り組みも記載しています。
　また、当社は「ホーネンコーポレーション」、「味の素製油」、「吉原製油」と「日本大豆製油」が2004年7月に合併し新たにスタート
した会社です。そのため当社の事業活動との関わりをより多くの皆様にご理解いただくため、特に企業情報や社会性報告を中心に
内容を充実させています。

報告対象期間 ：２００６年 ４月１日～２００７年 ３月３１日　※一部２００７年度の活動を含みます。

前 回 発 行 ：２００６年	１１月

発　　　行  ：２００７年	 9月

次 回 発 行 ：２００８年	 9月	（予定）

報告対象範囲 ：
　内容に関してはＪ‐オイルミルズの活動範囲とし、連結子会社（日華油脂株式会社、豊年リーバ株式会社、株式会社Ｊ‐ケミカル、
株式会社Ｊ‐ウィズ）については、CSR経営に関する基本姿勢のみ掲載しています。
　また、環境パフォーマンスに関わるデータについては、千葉工場、横浜工場、静岡工場、浅羽工場、神戸工場、日華油脂㈱若松工場を
報告対象範囲としています。

参考としたガイドライン：
環境省 :「環境報告ガイドライン（２００７年版）」

グローバル レポーティング イニシアティブ（GRI）:「サスティナビリティ・レポーティング・ガイドライン第三版（G３）」
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（Ⅰ）製油企業としての国際競争力を構築する
・世界に通用する企業グループとなり、グローバル市場への展開を目指す為に国際競争力の構築を図る。

・徹底的なコストダウンなどの諸施策の実行により、相場変動に打ち克つ力をつけ、収益の安定化に努める。

（Ⅱ）価値ある商品づくり
・植物油を中心とした食品関連事業を通じて、豊かな食生活と健康に貢献する。

・研究開発力をいかんなく発揮し、お客様にご満足いただける 「価値ある商品」を継続的に提供し、

  企業価値の拡大を図る。

（Ⅲ）ＣＳＲ経営の推進（SHEを大切にする）
・「安全・健康・環境」を意識した事業活動を展開し、社会的責任を全うする。

   Safety, Health ＆ Environment

Ｊ‐オイルミルズの3つの基本方針

〔安全・安心〕

〔健 康〕 〔環 境〕

Safety

Health Environment
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目次

商　 　 　 号  : 株式会社 J -オイルミルズ
		  J-OIL MILLS, INC.

本 社 所 在 地  : 〒１０４-００４４
		  東京都中央区明石町８番１号
		  聖路加タワー
		  TEL:０３-５１４８-７１００（代表）

創 　 　 　 立  : ２００２年４月１日

代表取締役社長 : 佐々木 晨二

資 　 本 　 金  : １００億円

従 業 員 数  : １,０７０人（連結）

事 業 内 容  : 1. 油脂、油粕の製造、加工、販売
		  2. 澱粉の製造、加工、販売
		  3. 各種食品の製造、加工、販売
		  4. 飼料および肥料の製造、加工、販売
		  5. 食品製造機器の販売
		  6. 倉庫業、港湾運送業、
		  　 一般貨物自動車運送事業
　		  　 および貨物自動車運送取り扱い事業
		  7. 不動産の賃貸
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円の収益改善を行うことができました。

　しかしながら、2006年度は商品品質に関わる

重大な事故があり、商品回収を行いました。また、

2007年 5 月には、原料サイロ搬入設備での粉じん

爆発事故が発生し、そこで働く従業員や近隣の

皆様をはじめ、数多くの皆様に多大なるご迷惑と

ご心配をおかけしてしまいました。経営トップと

して、深く反省し、すべての生産面の安全点検を

行い、全社一丸となって再発防止に取り組んで

います。

　メーカーとしての基本的な責任が果たせなかっ

たこれらの事実を真摯に受けとめ、生産面だけで

はなく、すべての会社基盤の整備を早急に行って

まいりたいと考えています。

5 つの重点項目

　CSRの重点取り組み項目は、①会社基盤の整備、

②品質・安全マネジメントの強化、　③環境経営の

推進、④従業員の活性化と逞しい会社風土の醸成、

⑤積極的な情報開示の 5項目です。いずれも当社

グループとして重要な取り組みであり、従業員一

人ひとりが実践する「現場」に密着した取り組み

でもあります。

　一方、“企業市民”として、これらの取り組みを

行う上で、全ての法令、その他社会的規範を遵守

することを目的として、すでに当社の行動規範を

策定しています（詳細は、19ページ参照）。社内へ

の周知徹底のため、携帯用の冊子を配布しました

が、従業員一人ひとりへの浸透が十分に図れてい

るとはまだ言えません。役員・従業員全員がこの

行動規範の精神を理解し、いつでも以下の点を自

問自答して、即座に行動できることが重要である

と考えています。

　その行動は、

 「遵法」だろうか？

　その行動は、

 社会の人々から支持されるだろうか？

　その行動は、

  J‐オイルミルズの信頼を

 損なうことにはならないだろうか？

　その行動は、

  J‐オイルミルズ行動規範の精神に

 矛盾しないだろうか？

「人財」育成と現場主義が基本

　以上の取り組みを推進していく上で、最も重要

なものは「人財」であり、また、言うまでもなく、

一つひとつの「現場」の取り組みの積み上げが会

社としての成果になります。第二期中期経営計画

のスローガンである「Change & Strong　変えよう

逞しく」は、当社グループの将来のあるべき姿を目

指す上で、一人ひとりが成長し、しっかりとした

組織を構築していくために掲げたものです。

　現場主義とは、机上で考えるのではなく、現場

で起きていることを的確に把握し、次の対策に

スピーディに取り組み、常に現場が力強く主体的

に活動することです。現場での様々なステーク

ホルダーの皆様の“生”の声は、スローガンである

「Change & Strong　変えよう逞しく」を実践する

ための多くのヒントを与えてくれるものと思いま

す。このような現場主義を徹底することが、必ず

やCSR経営の大きな推進力になるものと確信して

います。

　本報告書は、当社グループが社会から信頼を

いただくための取り組みをご報告しています。

ステークホルダーの皆様からのご意見をお待ちし

ています。

　今後とも皆様のご理解と一層のご支援を賜りま

すようお願いいたします。

代表取締役社長

トップコミットメント
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信頼の積み重ねにより、

社会から期待される企業を目指して

　J‐オイルミルズは、CSR経営を積極的に推進す

るため、2006年4月にCSR推進室を設け、企業の

社会的責任を果たすとともに、社会から信頼をいた

だくための取り組みを行ってまいりました。言うま

でもなく、企業は、お客様をはじめ、お取引先様、

株主・投資家様、地域住民の皆様、従業員など様々

なステークホルダーの皆様に支えられています。

私は、当社グループのCSR経営を推進していく上で、

すべてのステークホルダーの皆様が当社グループの

良きパートナーであると考えています。

　個人が“市民”として、社会のために何らかの

貢献が求められていることと同様に、企業も“企業

市民”として社会に貢献することが求められて

います。このことが、正に「CSR経営」の本質だと

考えています。したがって、当社グループのCSR

への取り組みは、事業活動と共に推進すべきで

あり、企業活動の原点である「現場」により密着

した場面で推進していくことが重要であると考え

ています。

　また、当社グループはメーカーであることか

ら、「安全で安心な製品・サービスの安定供給」を

CSR経営の推進のための基本的な行動指針として

掲げています。現在、その指針に基づき、顧客満足

を得られる、個性ある逞しい会社を目指して企業

活動を行っているところです。

まずは会社基盤の整備

　当社は、2004年に合併して新たにスタートした

会社です。これまでの 3年間、第一期中期経営計

画（2004年度から 2006年度）においては、「Jump 

from “0”計画： “ゼロ”からはじめる、“ゼロ”べース

で考える」をスローガンに様々な施策を実行しま

した。主に、①スケールメリット活用による調達

コストの削減、②生産・物流最適化によるコスト

削減、③新営業スタイルの構築（付加価値商品の

販売拡充など）、④固定費削減、⑤会社基盤の整備

などに取り組み、当初目標を大幅に上回る 145 億
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会社の沿革

株式会社ホーネンコーポレーション 味の素製油株式会社 吉原製油株式会社

年　月 株式会社　Ｊ‐オイルミルズ

1922年4月
（大正11年）

鈴木商店製油部の四工場と
その営業権の一切を継承し
て、豊年製油株式会社設立

1944年6月
（昭和19年）

宝製油株式会社横浜工場を
味の素株式会社が吸収合併
し、味の素株式会社横浜工
場として生産開始

1968年2月
（昭和43年）

東洋製油株式会社設立

1989年 4月 社名を株式会社ホーネン
コーポレーションに変更

1999年 4月 東洋製油株式会社は味の素
株式会社横浜工場を統合。
これに伴い、社名を味の素
製油株式会社に変更

2002年 3月 株式上場廃止

2002年 4月 株式会社ホーネンコーポレーションと味の素製油株式会社との共同株式
移転により、株式会社豊年味の素製油を設立し、その完全子会社となる

2004年 7月 株式会社ホーネンコーポレーションと味の素製油株式会社、吉原製油株式会社、日本大豆製油株式会社は株式会社
Ｊ‐オイルミルズと合併し、解散

2001年 4月 味の素株式会社の油脂事業を
完全分社化し、味の素製油株
式会社に譲渡。これと同時に、
熊沢製油産業株式会社を合併

1934年12月
（昭和9年）

個人経営の吉原定次郎商店を組
織変更し、油脂、肥料、飼料、化粧
品の製造加工売買を目的とした
株式会社吉原定次郎商店を設立

2003年 3月 株式上場廃止 

2003年 4月 株式会社Ｊ-オイルミルズと
の株式交換により、その完
全子会社となる

1935年7月
（昭和10年）

1949年5月
（昭和24年）

1949年5月
（昭和24年）

1950年1月
（昭和25年）

株式会社吉原定次郎商店が
吉原製油株式会社を吸収合
併し、社名を吉原製油株式
会社に改める

株式を大阪証券取引所に上場

株式を東京証券取引所に上場

株式を東京証券取引所に上場

2002年 3月 株式会社豊年味の素製油株式を東京・大阪証券取引所市場第１部に上場

2002年 4月 株式会社ホーネンコーポレーションと味の素製油株式会社との共同株式移転により、株式会社豊年味の素製油設立

子会社である株式会社ホーネンコーポレーションが、同社関連会社である豊年リーバ株式会社の株式を追加取得し、
議決権比率75％の子会社とする

2003年4月 株式交換により吉原製油株式会社を完全子会社とするとともに、社名を株式会社Ｊ-オイルミルズに変更する

2004年7月 子会社である株式会社ホーネンコーポレーションが、同社の化成品事業を会社分割し、株式会社Ｊ‐ケミカルを設立

子会社である株式会社ホーネンコーポレーション、味の素製油株式会社、吉原製油株式会社および日本大豆製油株式会社を吸収合併

2004年12月 園芸肥料事業を、関連会社である太田油脂株式会社に営業譲渡（同年10月、販売会社である株式会社ＪＯＹアグリスを設立）

2005年9月 子会社である株式会社Ｊ‐ビジネスサービスが、同社完全子会社である楽陽食品株式会社の全株式を売却

2007年3月 子会社である豊年リーバ株式会社の株式を追加取得し、100％子会社とする

1966年8月
（昭和41年）

熊沢製油株式会社は味の素株
式会社と提携。これに伴い、
熊沢製油産業株式会社と改称

吉原製油株式会社との均等
出資により日本大豆製油株
式会社を設立

豊年製油株式会社との均等
出資により日本大豆製油株
式会社を設立

1966年8月
（昭和41年）

1966年8月
（昭和41年）

J -オイルミルズ　CSR報告書 2007

　日本の製油産業は、主原料の大豆や菜種のほぼ

100％を海外に依存しているため、国際マーケットから

の大きな影響を受けます。また、アメリカのカーギル

社やADM社などの穀物メジャーによる国際的な市場

の寡占化や、消費者の皆様のニーズの高度化・多様化

が進み、早急に国際的な競争力を持つことが、必要に

なってきています。

　このような中で、安全な製品を安定的に供給するた

めには、より高い技術やノウハウを持たなければなり

ません。そこで日本の製油業界において長い歴史を持

つ「ホーネンコーポレーション」、「味の素製油」、「吉

原製油」の3社に、子会社であった「日本大豆製油」

が加わり、安定した収益を確保するとともに、日本の

製油産業のさらなる成長を実現する「世界に通用する

製油企業」を目指し、2004年7月に「J-オイルミルズ」

として、新たにスタートいたしました。

　合併以降は、それぞれの旧事業会社の良さを受け継

ぎ、「For the J‐Oil」の精神で事業活動を行ってきま

した。その結果、本当の意味での「ひとつの事業会社

J‐オイルミルズ」として、新たに価値を生み出す成果

が数多く出てきています。

　これまでの経営統合のもとで行ってきた生産・物流・

原料調達の運営効率を高め、より一層のシナジー効果

を生み出すとともに、各社が培ってきた営業力・研究

開発力・マーケティング力を結集し、お客様へ新しい

価値を提案し続けていきます。

6

経営統合・合併への経緯

J-オイルミルズのあゆみ

2002年4月

2003年4月

2004年7月

株式会社ホーネンコーポレーション・味の素製油株式会社が経営統合、持株会社「株式会社豊年味の素製油」を発足

吉原製油株式会社が経営統合に参加し、持株会社名を「株式会社 J-オイルミルズ」に変更

「株式会社 J- オイルミルズ」として、事業および事業子会社を完全統合

株式会社豊年味の素製油が設立

株式会社J-オイルミルズに社名変更

各事業子会社を吸収合併

吉原製油

吉原製油

業務提携
株式会社豊年味の素製油

株式会社豊年味の素製油

ホーネンコーポレーション 味の素製油

合併への経緯

 合併によるシナジー効果を最大限に発揮した企業経営を目指して
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事業内容

　J-オイルミルズの事業は、社名の通り、製油関連事業（油脂、油糧、スターチ、飼料）が主体です。それに加えて、

ここに紹介する多くの事業でお客様の信頼に応える取り組みを行っています。

　製油関連事業では、植物油を中心として、あらゆる食品のベースとなる素材を提供し、健やかで豊かな食生活に

貢献しています。

　また、健康食品、ファイン、大豆シート食品、化成品関連事業では、当社の持つユニークな技術をベースにお客様

からの多様なニーズに対応した安全・安心な商品を提供しています。

油脂

スターチ

飼料

健康食品

「おいしさ」と「健康」をキーワードに多様化するお客様の
ニーズにお応えする家庭用油脂製品と業務用油脂製品。
新たにマーガリン製品をラインナップして、これまで築き
上げたお客様の信頼を基に豊かな食生活を提案します。

大豆シート食品
大豆蛋白をシート状に成型した
「まめのりさん」は、海外の寿
司レストランで巻き寿司の材料
として使用されており、多くの
ファンに支えられたヒット商品
に育っています。

油糧
搾油処理後の油粕（ミール）は、貴重な
原料素材として広く活用されています。
脱脂大豆は良質な蛋白源として、配合
飼料や醤油・味噌の醸造用の原料に。
菜種ミールは、有機肥料、配合飼料の
原料などに提供しています。

原料のバラエティーと加工の組み合わ
せで、様々な用途・目的に合ったでん
粉をベースとした食品素材を提供して
います。

国内の優れた酪農・
肉牛肥育の技術に応
えるため、用途に適
した高品質の配合飼
料をお届けします。

ファイン
健康食品として注目されている大
豆や納豆に含まれているイソフラ
ボンやビタミンE、ビタミンK2
などの微量栄養素を、サプリメント
や様々な加工食品に利用しやすい
ように提供しています。化成品

合成樹脂接着剤は意外に皆様の身近な
ところで活躍しています。住宅の建築
材料用途から生活必需品用途まで。日々
の生活を豊かにできるよう、製品開発
を続けています。

大豆に含まれるビタミンＥ
やイソフラボンをはじめ、
様々な栄養成分を手軽に
摂っていただき、健康維持
に役立つサプリメントや、
健康的にダイエットできる
食品を提供しています。
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事業展開

製油関連事業

J -オイルミルズ　CSR報告書 2007

　J-オイルミルズの売上高の90％以上を占める製油

関連事業について、日本国内における販売量のシェア

は下図の通りです。製油関連事業は、油脂・油糧・スター

チ・飼料の4つの部門があります。

　油脂部門のうち、家庭用部門では「AJINOMOTO

さらさらキャノーラ油」が国内家庭用食用油部門にお

いて2005年度に引き続き単品シェア１位を維持し、

「AJINOMOTOヘルシーピュアライト」やオリーブ油

も伸長しました。一方業務用部門では、「AJINOMOTO

健康サララ」の業務用展開のほか、機能油・風味油な

どの付加価値商品や、外食ユーザーとの製品共同開発

などを進め、社会のニーズに対応した積極的な提案営

業に努めました。

　油糧部門では、配合飼料用の需要は2005年に引き

続き高水準でしたが、大豆ミールの輸入の増加により、

厳しい販売環境となりました。当社は採算を重視し、

価格維持を図りました。その結果、大豆ミールの販売

数量は2005年度を下回ることになりましたが、菜種

ミールは輸入が急減したことも影響して2005年度を

上回る販売量となりました。

　スターチ部門では、発泡酒の生産増加の影響で主な

需要先であるビール向けの販売量が減少しました。

スターチ部門においても採算を重視した結果、売上高は

2005年度を下回りましたが、収益性は改善しました。

　飼料部門では、当社が注力している乳牛用配合飼料

の需要は減少しましたが、拡販を進めた結果、販売数

量は2005年度よりも増加しました。さらにとうもろ

こし、大豆ミール価格の上昇に伴って販売価格も上昇し、

2005年度を上回る売上高となりました。

　2007年度においても、原料である大豆や菜種の価

格は高い水準で推移すると予想されます。また為替相

場も円安傾向で推移すると思われ、厳しい環境が続く

と考えられますが、2007年度から開始した第二期中

期経営計画のもと、継続的なコストダウンへの挑戦、

価格是正力の強化やプロダクトミクスの推進による営

業力の強化、新商品の積極的な上市および拡販、既存

の戦略商品の育成・拡販などの重点施策を推進してい

きます。

家庭用 業務用

（2005年度推計）

当社は国内の食用植物油需要のおよそ3分の1を供給しており、業務用市場においてはトップシェアとなっています。

植物油の国内販売量のシェア

41% 46%
J-オイルミルズ J-オイルミルズ

家庭用油脂製品 業務用油脂製品

出典：「酒類食品統計月報」
※家庭用：8kg 未満、
　業務用：8〜 16.5kg 以下

　当期の製油業界にとっては、石油価格高騰や代替エ

ネルギーとしてのバイオ燃料※1の需要拡大などによる、

大豆や菜種といった原料の相場が急騰したことが収益

を圧迫しました。

　主原料である大豆の相場の急騰の原因としては、

バイオエタノールの需要増加に伴って、大豆からとう

もろこしへの作付けの転換が懸念されたこと、また

BRICs※2 の経済発展による食料需要が増加したことが

挙げられ、特に12月以降は価格が高騰しました。

　もう一つの主原料である菜種の相場の急騰について

は、世界的なバイオディーゼル燃料※3 の需要が増加し

たことに加え、カナダやオーストラリアでの異常気象

による減産が重なり、高値のまま期末を迎えました。

　これらの原料価格以外でも、石油価格による各種資

材・包材費や燃料費の値上がりなど、収益を圧迫する

要因の拡大がありました。

　このような事業環境の中で、当期はコストダウン施

策の推進と提案・技術支援型の営業活動を進めました。

その結果、2004年度から 2006年度までの第一期

中期経営計画の収益改善目標を上回る成果をあげるこ

とができましたが、当初の利益目標にはいたりません

でした。これは予想を上回る原料相場の上昇に対応し

た製品価格の是正が遅れたことが主な原因です。

　当期の連結決算については、売上高1,633 億 93 

百万円（前期比3.8％減）、経常利益69 億 54 百万円

（前期比24.4％減）、当期純利益45 億8 百万円（前期

比3.2％減）となりました。

　以下のグラフは、連結決算数値です。
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2006年度の経営指標について

経営指標

　J-オイルミルズの売上高の内訳としては、90％以

上を製油関連事業が占めています。油脂部門では原料

価格の高騰や、輸送コストの上昇の影響で、製造コス

トが大幅に上昇しました。しかし、製品開発力の強化と、

「AJINOMOTO 健康サララ」の業務用市場への投入や

外食ユーザーとの共同開発商品などの提案・技術支援

型の営業活動に注力し、内食・外食・中食市場での販

売拡大を進めました。製油関連事業の売上高は1,500

億84百万円（前期比3.3％減）となりました。

　その他、化成品部門では原料である石油化学製品の価

格上昇の影響を受けましたが、製品価格の改定を行うと

ともに、新製品や高付加価値商品の販売を積極的に展開

しました。また健康食品部門では、内閣府　食品衛生委

員会によりイソフラボン※4 の上限摂取基準が設けられた

ことやテレビ番組の捏造問題の影響により、健康食品市

場全体への信頼感が失われました。そのため厳しい販売

環境となりましたが、新商品を発売し、積極的に事業を

展開していきました。その結果、その他の事業の売上高

は133億9百万円（前期比8.9％減）となりました。

事業ごとの状況
2002

145,316

-948

2003 2004 2005 2006

2002 2003 2004 2005 2006

2002 2003 2004 2005 2006

売上高

経常利益

当期純利益・1株あたり当期純利益

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（年度）

（年度）

（単位：百万円）

（単位：円）

当期純利益 1株あたり当期純利益

0

50,000

100,000

150,000

200,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

-10

-5

0

5

10

15

20

25

30

180,914 179,262
169,794 163,393

3,089

5,024

9,193

6,954

1,460

2,258

4,654 4,508

-955

8.72

13.19

27.45 27.02

-7.05

（年度）

2002

145,316

-948

2003 2004 2005 200

2002 2003 2004 2005 200

2002 2003 2004 2005 200

売上高

経常利益

当期純利益・1株あたり当期純利益

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
（単位：円）

当期純利益 1株あたり当期純利益

0

50,000

100,000

150,000

200,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

180,914 179,262
169,794 163,393

3,089

5,024

9,193

6,954

1,460

2,258

4,654 4,508

-955

8.72

13.19

27.45 27.02

-7.05

※1　バイオ燃料：
バイオマス（生物由来の資源）を原料とした燃料で、バイオエタノールやバイオディーゼル
燃料などがあります。植物油はバイオディーゼル燃料の原料として需要が拡大しています。

※2　BRICs（ブリックス）：
経済発展が著しいブラジル (Brazil)、ロシア (Russia)、インド (India)、中国 (China) 
の頭文字を合わせた4ヶ国の総称です。

※3　バイオディーゼル燃料（BDF : Bio Diesel Fuel）：
植物油など再生可能な資源から作られるディーゼルエンジン用燃料です。

※4　イソフラボン：
イソフラボンは、大豆胚芽に含まれる成分の一つで、動物の体内でつくられる女性ホルモン
（エストロゲン）と化学構造が似ていることから、植物性エストロゲンとも呼ばれます。
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　いま、私たちの「食」を取り巻く環境は世界的にかつ

てないほどの規模と速度でパラダイムのシフトが進行し

ています。

　この大きな経営環境の変化の中で、J-オイルミルズグ

ループは「Change ＆ Strong」をスローガンに、さら

なる飛躍のための戦略構築とともに、確固たるサプライ

チェーン・マネジメントにサポートされた安全・安心、そ

して革新的な商品開発による「おいしさ」を背景とした

「食」の価値の提供を通じ、お客様、株主・投資家様、従

業員、そして環境にとって価値ある社会の一員であり続

けることを目指す「第二期中期経営計画」を策定しました。

第二期中期経営計画（2007年度～2010年度）

2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年

● 価格是正
● コストダウン

第二期中期経営計画の位置付け、取り組み課題

第一期中期経営計画 第二期中期経営計画

● 合併効果の追求
● 会社基盤の整備 ● 穀物需給変化・コスト上昇長期化

● 少子高齢化・安全安心要求・流通巨大化

● CSR経営の推進
● 新商品の展開

● 海外市場への展開

前半2ヶ年での
基盤強化

後半2ヶ年での
発展・成長

新たな環境変化

3
社
合
併

2004年

J -オイルミルズ　CSR報告書 2007

第二期中期経営計画のキーワード

「Change」の4つのコンセプト

Cre a t i v e

Challenge（Chance）

C l e a n

Co o p e r a t e

創造活動の推進

各事業成長への挑戦

人財育成とＣＳＲ経営の推進

戦略的提携及び取り組み

4C & 3S
「Strong」の3つのアクションポイント

St r a t e g y

S p e e d

S imp l e

戦略

迅速

簡素

経常利益

売上高経常利益率

ROE（自己資本当期利益率）

1株当たり純資産

社員1人当たり経常利益

100億円

5%

7%以上

450円

2倍

最終年度（2010年度）

第二期中期経営計画　数値目標（2010年度）
目　標

売上高（参考値）：2,000億円

「Change & Strong ～変えよう逞しく」スローガン
たくま

　J-オイルミルズは、2004年7月にホーネンコーポ

レーション、味の素製油、吉原製油の3社を吸収合併し

て誕生しました。

　そのスタートにあたり、長い歴史に培われた3社の企

業価値の融合とともに、ガバナンス強化とシナジー効果

により、「世界に通用する製油企業」としての強固な基

盤獲得を目標に「第一期中期経営計画」を策定し、順調

に成果を挙げてきました。

　特に、収益改善については、現場の一人ひとりの努力

で改善テーマに取り組み、目標を上回る成果につながり

ました。

　このなかで、当社は「安全」（Safety）、「健康」

（Health）、「環境」（Environment）を大切にするこ

とをCSR経営の基本とし、皆様のお役に立てる企業と

して活動を進めてきました。
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第一期中期経営計画のまとめ（2004年度～2006年度）

中期経営計画

ゼロ

営業利益

売上高営業利益率

ROE（自己資本当期利益率）

収益改善累計額

40億円

2.2%

4.0%

46（46）億円

80億円

4.7%

8.0%

103（57）億円

※（　）内は単年度改善額

60億円

3.7%

7.2%

145（42）億円

100億円

5.0%以上

10.0%

3年間累計120億円

2004年度 2005年度 2006年度最終年度

第一期中期経営計画　数値目標と実績
実　績目　標

　このような企業像の実現に向けて創造的、かつ戦略的な事業活動を推進し、飽くなき成長と収益性の向上への挑戦

を行っていきます。

　そして、その中心にコンプライアンスとリスクマネジメントを据え、食品安全のための品質保証と環境経営の徹底、

内部統制の強化を図り皆様から期待される企業として成長していきます。

「Jump from“0”」スローガン

● 製油事業をコアとする。	 ● 世界に通用する人財・技術・商品を育成する。

● 個性ある逞しい会社として成長する。	 ● 健康な食生活に貢献する。

J-オイルミルズが目指す企業像
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15J -オイルミルズ　CSR報告書 2007

子会社 関連会社

J -オイルミルズグループの状況

製品

外注加工

保管

工場警備業務

梱包業務

輸送業務

グループ内資産保有業務

製品

製品

（株）J -ウィズ

（株）J -ビジネスサービス

（株）サンホニック

坂出ユタカサービス（株）

J -ミール物流（株）

ハンドリングサービス（株）

外注加工 原料保管製品

製

油

関

連

事

業

そ

の

他

の

事

業

Siam Starch Co.,Ltd.

豊年リーバ（株）

太田油脂（株）

（株）JOYアグリス

日華油脂（株）

（有）日華サービス

ゴールデンサービス（株）

横浜パック（株）

（株）J -サービス

千葉オーシャンターミナル（株）

豊神サービス（株）

（株）J -ケミカル

（株）ユタカケミカル

お 取 引 先 様
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J-オイルミルズ グループ会社

　㈱ J -ウィズは主に J-オイルミルズグループの物

品販売業務と保険代理店業務を行っています。

　物品販売業務では、CSRの視点から安全で安心

な商品提供を最優先としています。

　また、保険業務では、J -オイルミルズグループ

各社の企業保険のみならず、従業員およびその家

族の皆様の個人保険に関しても、真心をもって営業

活動を行っています。また、保険取引で入手した

個人情報の管理にも、情報漏洩が発生しないように

管理の徹底を図っています。

　これからも、お客様から信頼され、また、従業員

とその家族の安心に貢献する会社として、発展して

いきたいと考えています。
代表取締役社長
君塚 安信

　豊年リーバ㈱はＪ‐オイルミルズグループの加工

油脂スペシャリティ事業の中核としてビジネス基

盤の確立を目指しています。

　CSRの視点では経営ビジョン「私たちは常に安全

･安心な魅力あふれるヨーロッパテイストの製品と

サービスを提供することにより、お客様から信頼

される企業となることを目指します」の実践とし

て、①海外調達品の安全・安心確立、②協力工場・

原料サプライヤーの安全確認、③新製品導入にお

ける安全性の検証、④確実な製品規格書の提供

に取り組んでいます。

　特に、海外調達品の安全・安心確立に関しては、

以下の取り組みを推進しています。

● 製品仕様書、規格書取り交わしの再構築

● 日本の基準にあった製造方法、製品品質への継続的

改善要求

● 入荷分析、定期分析とモニタリングの実施

代表取締役社長
河端 和雄

日華油脂　株式会社
本社所在地 : 東京都中央区明石町８番１号聖路加タワー
T　 E　 L  : 03 - 5565 - 0455
事 業 内 容 : 油脂・油糧の製造、販売および大豆蛋白製品の製造、加工、販売

　日華油脂㈱は創立９０年となる老舗です。九州若

松にある工場では、自社製品の生産とともに J-オ

イルミルズ製品の受託生産も行っており、J-オイ

ルミルズの製油事業と整合した戦略を指向、実施

しています。

　CSRの視点ではステークホルダーの皆様に対して

責任を果たし、会社を持続的に発展させてゆくと

いうことをベースに置いた活動を展開しており、

具体的には、①製品の安全・安心の確保（品質管

理システムの導入）、②関係諸法に対する遵法行動、

③地球環境への配慮（クリーンエネルギー使用）、

④収益力の向上（生産革新運動による競争力強化）、

を従業員一丸となって実践しています。
代表取締役社長
永田 博敏

　㈱ J-ケミカルは、木質用合成樹脂接着剤を中核

に事業展開を行っています。特に、化学品を取り

扱う会社として、CSRの視点から、「VOC（揮発性

有機化合物）排出抑制」、「地球温暖化対策への接

着剤からの取り組み」をテーマに環境負荷低減に

向けた対策を行っています。

　具体例として、主要商品である木材用接着剤製

造工程や貯蔵・移送時に発生するホルムアルデヒ

ドガスの排出を抑制し、大気放出量を基準値未満

に抑える取り組みを推進しています。

　また、2005年の京都議定書発効を受け、森林整

備計画の伐採対象樹種の一つであるスギに最適な

接着剤や建築解体材・住宅廃材を木質製品に再利

用するのに適した接着剤の開発を行い、社会に貢

献できる技術展開を行っています。 代表取締役社長
近藤 邦彦

　J-オイルミルズは右ページに掲載したグループ各社と連携して事業を展開しています。

　したがって、第二期中期経営計画に掲げたCSR経営の推進についても、グループ各社と連携して推進しています。

主な連結子会社4社のCSR経営に関する基本姿勢をご紹介します。

豊年リーバ　株式会社
本社所在地 : 東京都港区六本木一丁目7番27号全特六本木ビル
T　 E　 L  : 03 - 3568 - 8750
事 業 内 容 : 業務用食用油脂、製菓・製パン材料の製造、加工、販売

株式会社　J -ケミカル
本社所在地 : 東京都中央区明石町８番１号聖路加タワー
T　 E　 L  : 03- 5148 -7131
事 業 内 容 : 接着剤、ホルマリンなどの販売

株式会社　J -ウィズ
本社所在地 : 東京都中央区明石町８番１号聖路加タワー
T　 E　 L  : 03 - 5565 - 8661
事 業 内 容 : 油脂、油糧などの販売および損害保険代理業
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　J-オイルミルズでは、会社法で義務付けられている、会社の業務の適正を確保するための体制（いわゆる「内部

統制システム」）の構築の基本方針を決定しました。また、金融商品取引法で義務付けられている財務報告に関わる

内部統制システムの構築（いわゆる｢日本版SOX法対応｣）を推進しています。

　特に後者の取り組みは、近年、国内外で発生した粉飾などの不祥事や重要な会計処理の誤りを防止し、財務諸表の正

確性、信頼性を確保することを目的としており、2008年4月から法が適用されるのに伴いシステム運用を開始します。

具体的には、関連する業務内容を文書化して、当該業務に内在する不祥事発生リスクを特定し、そのリスクが発生しな

いような統制（上長の承認や記録の保管など）を行う業務フローを決定し、その業務フロー通りに業務を遂行すること

が必要になります。

　現在、関連部門が参画したプロジェクト体制でシステムを構築しています。

内部統制に関する取り組み

　安定した事業活動を行って

いくためには、企業を取り巻く

様々なリスクを把握し対応し

ていかなければなりません。

　当社では、右記の8種類のリ

スクを中心に対応しています。

リスクマネジメント（リスクの把握）

　当社は主に食用油を生産・販売する会社です。従っ

て当社のBCP※は、食用油生産に関わる生産設備、施設

が長期間に渡り使用不能となった状況を前提に作りあ

げなければなりません。

　1995年1月17日に発生した阪神・淡路大震災は、

旧ホーネンコーポレーション神戸工場、旧日本大豆製

油、旧吉原製油の工場に大きな影響をおよぼしました。

幸いにも人命的な被害は少なく、他工場および協力

業者および当時の従業員の努力により、精製工場は

1ヶ月後、抽出工場は半年後に操業再開いたしました。

　この経験を踏まえ、リスクマネジメントの一環とし

て事業への影響を最小限に抑えるためにBCPに取り組

んでいます。

　設備・建物では、まず人命優先を柱に、社宅、生産工場、事

務所などを社内の一級建築士を中心に耐震一次診断を行

い、「建物倒壊の危険度」に「倒壊した場合のリスク」を

掛け合わせて、耐震二次診断の対象設備を決定しました。

　次に耐震二次診断を専門の建築業者に依頼し、耐震

構造計算および耐震計画設計に基づき、耐震工事に着

工しています。

　また、首都圏直下の震災などに対応するため、その際の

本社機能移転の具体的シミュレーションも行っています。

事業継続計画（BCP）への取り組み

※ BCP：Business Continuity Plan（事業継続計画）
企業が被災しても重要事業を中断させず、中断しても可能な限り短期間で再開をさせ
るための計画です。 耐震工事例

● 搾油原料の調達リスク（海外調達、バイオディーゼル燃料向け植物油需要大幅増加など）
● 原材料・為替相場の影響（天候・需給バランス、石油由来の原材料費・燃料費のコストアップなど）
● 輸入関税（海外からの輸入製品の増加に伴う販売量減少など）
● 中国リスク（中国製油業者による穀物大量買付け、余剰ミールの日本への大量流入など）
● 地震などの自然災害（生産設備の毀損による業績・財政状態への影響など）
● 食品の安全性（品質の問題、安全性の問題による業績・財政状態への影響など）
● ミール製品の需要低下をおよぼす要因（鳥インフルエンザの大規模発生など）
● 国内人口の減少および少子高齢化（需要の減少による販売量の減少など）

J -オイルミルズ　CSR報告書 2007

耐震補強後の倉庫

1. 業務運営の基本方針

2.取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制

3.取締役の職務の遂行に係る情報の保存・管理に関する事項

4.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

5.取締役の職務の遂行が効率的に行われることを確保する
　 ための体制

6. J-オイルミルズグループにおける業務の適正を確保する
ための体制

7.監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項

8.前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

9.監査役への報告に関する事項

10.  その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する
　 ための体制

内部統制システム構築の基本方針

16

コーポレートガバナンス

　21世紀における企業に対する社会の期待は、経済的

価値の提供だけでなく、社会的価値・環境的価値の提供

まで拡大しています。J-オイルミルズではこのような

期待に応え、企業の責任を果たし、持続的な発展を実現

していくことを業務運営の基本としています。

　当社においては、経営の監視・監督体制および内部統

制システムの整備により、経営の適法性を確固たるもの

とし、効率性を高めることが重要な課題です。さらに社

会からの信頼をより高めるために、CSR経営の推進・

コンプライアンス体制の整備・リスク管理体制の強化を

図っていきます。

コーポレートガバナンスの方針

　良き企業市民としての責任を自覚し、社会との調和を

図り、その発展に貢献する企業であるために、「J-オイル

ミルズ行動規範」を策定しました。その規範に則った

経営、企業活動が行われているかを審議するために、

2005 年11 月「企業行動委員会」を設置しました。

　また、企業行動委員会の下部組織として「リスク管理

委員会」を設置し、リスクマネジメントを通じて、リスク

および危機に強い企業体質作りに取り組んでいます。

企業行動委員会の設置

業務執行

監視

コーポレートガバナンス体制図

株 主 総 会

監査役会

経営者会議

経 営 会 議
執 行 役 員

業務執行部門

取 締 役 会

会計監査人

企業行動委員会

リスク管理委員会

選任

監査 会計監査

選任

監督

監視

決議

選任

 

研 究 部 門

生 産 部 門

営 業 部 門

コーポレート部門

社内監査役 2名
社外監査役 2名

社内取締役 8名
監　査　役 4名

 

監 査 室

総務・リスク管理部

法 務 室

CSR推進室 取　締　役 8名
執 行 役 員 2名
常勤監査役 2名CSR

リスク管理

取締役 7名
執行役員 1名
●経営者会議規程

・企業倫理
・コンプライアンス
　（独占禁止法など）

　監査役（社外・社内　各2名）は監査役会が定めた監査

の方針および業務分担に従い、業務執行の適法性・適正性

を監査しています。

　また、内部監査の体制として、代表取締役直属の監査室

を設け、業務監査を中心にチェック・指導する体制をとっ

ています。

監査役の役割および内部監査体制

　当社では、取締役へのインセンティブ付与は実施して

いませんが、株主総会での承認を受けた上で、役員賞与

を支給しています。また、取締役の報酬関係については、

全取締役の総額を開示しています。

インセンティブ（報酬関係）

ガバナンス
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　J-オイルミルズは社会を構成する企業市民として全ての法令、

その他社会的規範を遵守することを目的に、次の行動規範を策定し

ました。なお、全従業員に携帯用カードを配布し、周知徹底を図って

います。

J-オイルミルズ行動規範

19

J -オイルミルズ行動規範携帯用カード

1-1 安全で高品質な商品、サービスの提供

私たちは、お客様の明日のより良い生活に貢献するため、豊かな創

造性と優れた技術をもって、安全で高品質な商品・サービスを開発・

提供していきます。

1-2 適正な表示

会社は、お客様に提供する商品について、その品質・内容等を正し

く表示いたします。

1. 安全で高品質な商品、サービスの提供

2-1独禁法の遵守、不正競争の禁止

会社は、私的独占、不当な取引制限および不当な競争をいたしません。

2-2 政治、行政との健全な関係

私たちは、事業を展開する各国・地域の法規に従い、違法な政治献金、

不当な利益の提供を行わず、政治や行政との健全な関係を保ちます。

2-3 公正な購買取引

私たちは、取引先も J-オイルミルズの「パートナー」であるという

視点に立ち、原材料、商品、サービスの購入先や業務委託先の選定

においては、価格、品質、サービス等の条件を公正に比較、評価し

決定します。

2-4 適正な交際・儀礼

私たちは、贈り物や接待等、業務に関する慣習や儀礼については、

法令を遵守し、良識をもって行います。

2. 公正、自由な取引

3-1情報入手とタイムリーな情報公開

私たちは、広く社会から情報を収集し、また社内情報をよく整理し、

必要な情報をタイムリーに開示することによって、企業としての

社会的責任を果たしていきます。

3. 社会とのコミュニケーション

4-1情報管理

私たちは、事業、技術、研究、商品開発、営業、財務、人事等の各

種の専有情報について、その重要性をよく理解し、機密保持に留意

します。また内部情報の不正使用は行いません。

4. 情報管理

5-1環境保全、省資源、省エネルギーへの取り組み

私たちは、良き企業市民として、地域社会と共生し、かけがいのな

い地球環境を守るために、職場において常に環境保全に努めます。

また、環境保護に関する法律を遵守し、資源やエネルギーの有効活

用を図ります。

5. 環境保全、省資源、省エネルギーへの取組み

6-1社会貢献

私たちは、事業活動を通しての社会貢献はもとより、良き企業市民

として、積極的に地域社会とコミュニケーションを深め、地域の経

済、文化、教育の発展に貢献するように行動していきます。

6. 社会貢献

7-1人権尊重

私たちは、事業を展開する国や地域の法規を遵守し、その文化・慣

習を理解し、尊重した上で、人種、民族、国籍、宗教、信条、出身地、

性別、年齢、身体障害等に基づく差別待遇や嫌がらせのない職場環

境をつくるよう努力します。また、お互いのプライバシーを尊重す

るとともに、職場で性的な誘惑、行為、会話その他の言動が発生し

ない職場環境をつくります。

7-2 快適で安全な職場作り

私たちは、一人ひとりの安全の確保に万全を尽くすとともに、社員

が安全で健康的に働くことのできる職場環境を維持し、改善してい

きます。また、災害や事故・事件を予防し、適切に対処するための

社内体制を整備し、能率的で快適な職場環境の整備に努力していき

ます。

7-3 主体性・創造性の発揮

私たちは、主体的に自らの能力を発揮し、お互いの個性を尊重し、

創造的で自由闊達な、活力ある集団を目指していきます。

7. 働きやすい職場環境

8-1適切な情報開示

私たちは、株主・投資家が適切な意思決定を行うことができるよう、

会社の業績等に重要な影響を与える情報を適時・適切に公開します。

8-2 インサイダー取引の禁止

私たちは、業務上知り得た非公開情報を慎重に取り扱います。自己

または第三者の利益のために不正にその情報を利用するような行為

は一切行いません。

8-3 特定株主への利益供与の禁止

私たちは全ての株主に対し公平、誠実に対応します。特定の株主に

対して、不公正な利益を与えるような行為は行いません。

8. 株主・投資家への責任

9-1本人（家族・親族）と会社との関係

私たちは、家族を含め個人的な利害と会社の利害が相反することが

ないよう留意します。また業務においては、J- オイルミルズの一員

であることを常に自覚し、会社のルールを守り、責任のある行動を

とります。

9. 社員個人と会社との関係

10-1知的財産の取扱い

私たちは、会社および社員が所有する知的財産は、自社の重要な資産

であることを認識し、適切かつ正確に使用します。また、他社の所有

する知的財産権についても侵害することのないよう注意します。

10. 知的財産

11-1輸出入管理法令の遵守

私たちはグローバルな事業活動を行う上で、各国の輸出、輸入関連

の法規を正しく理解し、遵守します。

11. 国際通商

行動規範

J -オイルミルズ　CSR報告書 2007

CSR経営の推進
ガバナンス

　J-オイルミルズでは、2006年4月にCSR活動を

推進する組織として、「CSR推進室」を設置しました。

　当社では、今までも企業活動において社会的責任を果

たすことは基本的な事項として認識していましたが、そ

れを今なぜ改めて「CSR」と言い換えて取り組むのかを

全員が理解する必要があります。そこで、2006年度は

社内での説明会を2回開催して共有化を図りました。

　2007年度は第二期中期経営計画のスタートにあわせ

て、重点課題を明確にして取り組みを開始しています。

J-オイルミルズのCSRとは J-オイルミルズのステークホルダー

お客様

お取引先様株主・投資家様

従業員地域社会

●「Ｊ-オイルミルズ行動規範」の徹底
● 内部統制システムの構築
● リスクの想定、低減対策と事業継続計画の策定
● 情報セキュリティ管理　

① 会社基盤の整備

● お客様のご満足と安心のための商品・サービスのご提供
● 品質・環境に関わるマネジメントの継続的強化
● 食品安全マネジメントシステムの導入
● 関係会社および製造委託先の品質保証体制の整備　

② 品質・安全マネジメントの強化

● 環境負荷の継続的低減と廃棄物リサイクルの推進　　
● 環境配慮型の新商品開発　

③ 環境経営の推進

● 教育制度の整備
● メンタルヘルスへの取り組み強化

④ 従業員の活性化と逞しい会社風土の醸成

● CSR 報告書の発行（2007年スタート）
● ホームページの充実

⑤ 積極的な情報開示
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CSR重点課題

　企業活動のプロセスに社会的公正性や倫理性、

環境や人権への配慮を組み込み、ステークホルダー

に対してアカウンタビリティ※を果たしていくこ

と。そして、社会や地球環境に対して良い影響を

およぼすこと。

CSRの定義

　メーカーの基本である“安全で安心な商品・サー

ビスの安定供給”により、顧客満足を得られる、個性

ある逞しい会社として企業活動を遂行する。

CSR中期ビジョン

※アカウンタビリティ：
企業の取り組みや不祥事に対する単なる説明責任ということではなく、広い意味での
企業としての義務や責任と解釈しています。

CSRに関する説明会


